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説明項目１ ＃７１１９について



救急安心センター事業（＃７１１９）について

出典：消防庁「救急安心センター事業（＃７１１９）の全国展開資料（令和７年４月）」 2



＃7119の満たすべき条件
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① 緊急度判定を用いた救急医療相談と医療機関案内のいずれも実施すること

② 救急医療相談の相談員は医師，看護師又は救急救命士とすること

③ 医師の常駐又はオンコール体制を確保すること。

• ワンストップで情報を得られるか，という点が，住民への安心・安全の提供の観
点から極めて重要。

• 救急医療相談には，緊急度判定結果に応じた応急手当の助言を含む。
• #7119が，救急車の適時・適切な利用や，不急の救急出動の抑制効果が期待

される事業であることなどから，消防機関や医療機関との連携が前提であるこ
とに留意。

• 相談員は，相談者から症状を聞き取り，緊急度判定プロトコル等により緊急度
判定を行い，判定結果により，応急手当の助言や医療機関案内，１１９番への
転送や掛け直しの要請等を行う。

• 救急救命士が救急医療相談に対応することは，救急救命士法・医師法等の法
令には抵触しない。

• 相談員が救急医療相談に対応する際，緊急度判定や診療科目等の判断に
迷った場合に相談員からの相談に応じるものであり，＃7119の実効性や信頼
性を担保するために必要不可欠。



救急相談に関する緊急度判定に基づく勧奨事項について

緊急度 定義 勧奨事項

赤
（緊急）

• すでに生物学的に生命危機に瀕している病態
• 増悪傾向あるいは急変する可能性がある病態
※ 気道・呼吸・循環・意識の異常，ひどい痛み，増悪傾向，急変の可能性から

総合的に判定する

 119通報

橙
（準救急）

• 時間経過により症状が悪化する可能性があるため，直ちに受診が必要な病
態

 いますぐ受診
（救急車以外で）

黄
（低緊急）

• 時間経過により症状が悪化する可能性があるため，受診が必要な病態
 これから受診

（通常の受付時間を待たず自力受診）

緑
（非緊急）

• 上記には該当しないが，受診が必要な病態  通常の受付時間に受診

白
（非緊急）

• 医療を必要としない状態  受診不要・経過観察

出典：消防庁「緊急度判定プロトコル Ver.3 電話相談」

4



全国の動向
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平成19年度 東京都消防庁で開始

平成21年度 愛知県，奈良県，大阪市で開始

令和２年度 消防庁が「救急業務のあり方に関する検討会」の下に
「#7119の全国展開に向けた検討部会」を設置

令和３年度 消防庁が「事業導入・運営の手引き」を作成

令和４年度 消防庁が救急需要の増大に備えた#7119の全国展開
に関する通知を発出

令和６年度 消防庁が「事業導入・運営の手引き」の改訂版を作成

※ 令和７年４月１日現在 全国３７地域で実施



全国における＃７１１９の導入状況

出典：消防庁「救急安心センター事業（＃７１１９）の全国展開資料（令和７年４月）」 6



＃７１１９の効果
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① 救急車の適時・適切な利用

② 救急医療機関の受診の適正化・消防機関の
負担の軽減化

③ 住民への安心・安全の提供

④ 時代の変化に応じた対応

⑤ 新興感染症の発生等による救急需要急増時
の受け皿の一つしての役割



出典：消防庁「救急安心センター事業（＃７１１９）の全国展開資料（令和７年４月）」
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出典：消防庁「救急安心センター事業（＃７１１９）の全国展開資料（令和７年４月）」 9



本県における検討の経緯
 令和元年10月17日 鹿児島県消防長会から県へ要望書「趣旨：県を主体とした救急安心センター事業の早急な導入」
 令和2年7月〜令和3年3月 #7119検討委員会（全3回）

構成機関：県，消防長会，市長会，町村会，県医師会，第三次救急医療機関
検討内容：事業導入の効果，財源負担のあり方について検討

 令和3年度〜令和6年度 鹿児島県消防長会
鹿児島県救急業務高度化協議会（MC協議会・幹事会）

全国の#7119導入状況や県内市町村及び消防本
部へのアンケート結果等を報告の上，意見交
換を実施

（外部環境の変化）
 全国で導入が進む
 本県救急搬送者数の将来に渡る増加
 医師・医療従事者の働き方改革
 新型コロナウイルス感染症の経験

（先行導入県の状況）
 現地調査

福岡県，愛媛県，山口県，奈良県
長崎県，佐賀県，熊本県

令和７年度 救急安心センター導入検討委員会
事業説明会（市町村等向け）
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・ 本事業の導入に伴う救急医療の適正化をはじめとする複数の効果が期待されるが，県下
全域で実施する前提として，各市町村の意向調査，県及び各市町村との財政負担の協議，
先行導入機関との調整，利用者の満足度が高まるサービスの提供に向けた配慮が必要

・ 今後，これら関係機関との協議を進めるとともに，検証方法や効果的な普及啓発のあり
方など，事業効果が高まるような制度設計の工夫が必要

・ 導入効果について引き続き先行導入県の状況を分析するとともに，各市町村における導
入の必要性について，県の救急業務高度化協議会や消防長会等を通じて確認を行う必要

・ 財源負担について負担額の算定方法，支出の根拠の整理（県・各市町村との覚書等），
電話応対の質の向上対策や検証方法，委託方法等について，検討を進める必要



【民間医療機関】
米盛病院
24時間救急相談ダイヤル

（#7099）
（対象地域）県下全域

【公的医療機関】
大隅広域夜間急病センター

（0994-45-4119）
（対象地域）大隅全域

【行政：曽於市】
そおし健康安心電話

（0120-177-282）
（対象地域）曽於市

鹿児島県における救急電話相談事業の現状
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説明項目２ 本県における救急搬送・救急医療の状況



全国と本県の救急出動件数と搬送人員の推移

Ｒ５と１０年前（Ｈ２５）との比較

○救急出動件数 ：本県： ７６，１６５件 → ９９，４８４件（＋３０．６％）

全国：５，９１８，９３９件 → ７，６３８，５５８件（＋２９．１％）

○搬送人員数 ：本県： ７０，８０７人 → ８８，７１０人（＋２５．３％）

全国：５，３４８，６２３人 → ６，６４１，４２０人（＋２４．２％）

【全国】 【鹿児島県】

出典：消防庁「救急・救助の現況」
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消防本部別救急搬送件数（R３〜R５）

出典：救急・ウツタイン様式調査
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（34.2％）（35.0％）

（人）

本県の症状別搬送人員



全国と本県の救急隊の活動時間の推移
Ｒ５と１０年前（Ｈ２５）との比較

○救急車の現場到着時間 ：本県 ８．１分 → ９．６分（＋１．５分）
全国平均 ８．５分 → １０．０分（＋１．５分）

○現場到着～病院収容時間 ：本県 ２８．０分 → ３２．０分（＋４．０分）
全国平均 ３０．８分 → ３５．６分（＋４．８分）

○覚知～病院収容時間 ：本県 ３６．１分 → ４１．６分（＋５．５分）
全国平均 ３９．３分 → ４５．６分（＋６．３分）
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17出典：消防庁「救急・救助の現況」
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（参考）県内の救急出場件数と各年代の搬送人員について

※鹿児島県推計人口と、県内消防本部における将来の救急出場（搬送）件数をもとに算出

（件）

（人）

出典：県消防長会
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説明項目３ 市町村，消防本部，医療機関に対する調査結果



市町村・消防本部を対象としたアンケート結果

調査目的：#7119の導入に向けた検討に当たり，市町村等の認識や意向
を確認するため，令和3〜5年度に引き続きアンケート調査を実施

調査対象：43市町村 及び 20消防本部

実施時期：令和6年12月

回収率 ：100％
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市町村・消防本部を対象としたアンケート結果（R3〜R6）

18消防本部 18消防本部

6消防本部

4消防本部 9市町村 7市町村
5市町村 4市町村

4消防本部

4消防本部 10市町村
11市町村

13市町村 14市町村

2消防本部 2消防本部

10消防本部
12消防本部 24市町村 25市町村 25市町村 25市町村

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度

消防本部 市町村

どちらともいえない 不要 必要

 #7119を導入する必要性について（消防本部・市町村）
（地域の実情として，＃７１１９を導入する必要はありますか）
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県内郡市医師会を対象としたアンケート結果

調査目的：#7119の導入に向けた検討に当たり，各地域の医療関係者の意向
を確認するため，郡市医師会に対しアンケート調査を実施

調査対象：１７郡市医師会

実施時期：令和７年４月

回収率 ：100％

22



一定期間は

救急医療に

対応可

3件

18%

一定期間経

過後，対応

困難になる

5件

29%

近い将来，救

急医療への

対応が困難

9件

53%

十分対応

１件

6%

概ね対応, 
8件

47%

一部対応

できていな

い

8件

47%

救急医療における現状について 救急医療における将来の見通しについて
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県内郡市医師会を対象としたアンケート結果
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導入を強く希望する

事業導入に対する意見
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県内郡市医師会を対象としたアンケート結果

導入が望ましい

導入しても
しなくてもよい

導入の必要はない


